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研究成果の概要（和文）：若者の失業や不安定就労が彼らの自立（大人になるということ）の困難として社会問
題となっている、インド、フランス、日本、韓国における「若者問題」の背景と社会的意味付けについて比較検
討し、その共通点と相違点を明らかにした。これが第一の研究成果である。また、インドについては政府による
高等教育機関データベースを利用しつつ、若者の失業や不安定就労と密接に関連している高等教育の近年の動向
を明らかにした。これが第二の研究成果である。

研究成果の概要（英文）：We examined the background and social meaning of ``youth issues'' in India, 
France, Japan, and South Korea, where youth unemployment and unstable employment have become social 
issues. As a result, we clarified their commonalities and differences. This is the first research 
result. In addition, in India, using the government's database of higher education institutions, we 
clarified recent trends in higher education, which are closely related to youth unemployment and 
unstable employment. This is the second research result.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果の一つは研究対象とした各国の「若者問題」の共通点と相違点を明らかにしたことである。このこ
とは未だ成果の少ない若者研究の国際比較研究のフロンティアの開拓に貢献するものである。また、二つ目の成
果であるインド高等教育の近年の動向を明らかにしたことは、「雇用なき成長」下での若者の教育要求の具体的
姿を実証したという点で、インドの若者研究に寄与する成果といえる。さらに、二つ目の成果を出す作業におい
ては政府の高等教育機関データベースの有用性の確認も行っており、このことは今後のインド高等教育研究の進
展に寄与するものと思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 20 世紀末以降、先進国、途上国、いずれにおいても、経済成長と職業の量・質の改善の乖離
がみられるようになった。経済が成長しても安定した仕事が増えず、不安定な職、たとえば非正
規雇用や自営業が増え「まともな仕事に就けない者」が増加する現象のことである。国際労働機
関（ILO）は、このような動向のなかで最も困難に直面している集団は若者であることを強調し
ていた〔ILO2017〕。また、この困難は貧困家族や移民家族など不利な位置にある家族の若者に
偏る傾向があることも知られていた。一方で、学術研究においては失業や不安定就労を強いられ
る若者たちの存在は指摘されていたが、基本的に各国毎に調査研究がなされており、国際比較研
究が望まれていた。 
 
２．研究の目的 
 
 前述のような背景から、本研究では第一の目的としてインド、フランス、日本、韓国の四か国
をとりあげ、「まともな仕事に就けない者」、特に若者たちがおかれた状況の比較を通して、各国
の共通点と相違点を明らかにすることをねらった。そのうえで、困難に直面する若者たちの支援
のあり方と「若者の失業や貧困」という現象が各国の社会や当事者である若者自身により、どの
ように意味づけられているのかを検討することを第二の目的として設定した。 
 ただし、後述するように研究開始初年度である 2020 年 4 月以降、いわゆるコロナ禍に直面
し、当初計画していた研究方法に大きな変更を強いられることになったため、第二の研究目的の
完全な達成は研究期間の途中で断念している。 
 
 
３．研究の方法 
  
本研究の方法に関わる特徴の一つはインド、フランス、日本、韓国という四か国の比較である。
これらの四か国は、いずれも 20 世紀末以降「まともな仕事に就けない若者」の困難が社会問題
化した国々として良く知られているため、研究対象としてとり上げた。 
次いで、さきほど述べた研究の第二の目的に関連して、困難に直面する若者たち自身や支援の
現場の人々を対象にした集中的なインタビュー（聞き取り）調査や参与観察を現地で実施すると
いう方法を当初は計画していた。 
ところが、コロナ禍による海外渡航や各国内での行動制限が長期化したため、研究実施期間の
かなりの部分で、予定していたインタビュー調査や参与観察の十分な実施が不可能となった。そ
こで、データ（情報）収集は、インタビュー調査に替え、若者の就労、教育や職業訓練、メンタ
ルヘルス、経済状態に関わる公的統計や先行する調査研究の収集、また各国の若者支援や研究の
専門家を対象にしたオンラインでの聞き取りなど、人との密な接触を伴わない方法をとった。先
に述べた第二の研究目的の完全な達成を断念した理由は、若者自身への集中的なインタビュー
を実施できなかったためである。なお、研究方法の変更は第二の研究目的の遂行を困難にしたが、
当初想定していなかった成果をもたらすことになった。この点は、次の「研究成果」欄で詳述す
る。 
 
 
４．研究成果 
 
 研究成果は大きく二つある。第一の成果は、研究対象の四か国（インド、フランス、日本、韓
国）の「若者問題」の共通点と相違点を明らかにしたことである。第二の成果は、現代インドで
は、若者たちが就職難に苦しむ状況が続くなかでも、彼らの教育熱は衰えず、それに応える教育
産業がますます盛んになっているという高等教育の現状を実証することができたことである。
第二の成果は研究計画立案時にはまったく予定していなかったが、先に述べた研究方法の変更
を受けて、インド政府の教育データベースからの収集したデータ整理を丁寧にすすめた結果、得
られたものである。 
 
 
（１）各国の若者問題について 
 
対象とした四か国について、インド研究班、フランス研究班、日本研究班、韓国研究班に分か
れて、各国の若者をとりまく社会経済的状況、困難、支援策等について整理をした。それらの結
果を突合すると、20 世紀の終わりから 21 世紀の頭にかけて、つまり後期近代と呼ばれる時期に
入り各国で「まともな仕事に就けない若者」という問題が顕在化していることが確認できた。ま



た、その背景には 20 世紀型の経済成長の終焉や新自由主義的経済政策の浸透、人口構成や家族
のあり方の変容といった世界共通（四か国が共有する）の社会経済的潮流があるといった共通点
が明らかとなった。一方で経済発展の程度や社会保障制度の状況により、「まともな仕事に就け
ない若者」の社会的表象や若者たちが直面する具体的な困難は各国毎に多様であることも明ら
かになった。 
たとえば、本研究では、若者の自殺に焦点をあてた比較検討もすすめたが、フランス研究班か
らは、社会保障制度が比較的充実しているフランスでは経済的困窮が若者の自殺の大きな原因
となっていないことが報告されている。一方で日本研究班からも、若者の自殺の第一の原因は、
経済困窮それ自体ではなく「うつ」を典型とする精神的な病であるが、若者の経済的困窮に対す
る日本の社会保障制度は充実していないことも報告された。日本の場合は、若者の経済的困窮の
セーフティーネットの役割は多くの場合、家族が担っているという。 
こうした「若者問題」の共通点と相違点を明らかにしたことが本研究の成果の一つであり、若
者研究のフロンティアともいえる国際比較研究の開拓に貢献することができた。ただし、当初予
定していた若者を対象にしたインタビュー調査や参与観察が十分に実施できなかったため、本
研究の課題は未だ深める余地があると思われる。 
 
（２）All India Survey on Higher Education の最新データの整理検討 
 
 本研究では研究方法として若者に関する公的統計を積極的に収集し、丁寧に分析するという
手法をとった。このことはコロナ禍による研究実施上の制約の結果であったが、思わぬ成果をも
たらすことになった。それが、インド研究班が収集の上、検討した All India Survey on Higher 
Education（AISHE／全インド高等教育調査）の個票データの分析結果である。以下、AISHE につ
いて、AISHE データの検討により得られた知見について、その知見の意義について述べる。 
 
 
①AISHE について 
 
 AISHE はインド政府による高等教育機関のデータベース整備のための調査である。インドでは
高等教育機関数や個々の学校の状況が正確に把握されていないという問題があり、その問題の
改善のために 2010 年に開始された。本研究のインド研究班がとりあげたデータは 2019-20 年に
実施された第 10 回調査である。AISHE のデータベースでは、県（District）単位の個々の学校
の情報（調査の個票）を閲覧することができる。従って、AISHE のデータを使うと、ある特定の
地域に、どのような（規模、経営主体、提供する学科や専攻等の）学校が、どれほどの数、どの
ような分布（地理的配置）で存在しているのか、について 1950 年代から現在に至る期間を通し
て知ることが可能になる。つまり「地域」の高等教育の今と歴史を把握することができる有用な
データベースといえる。ただし、2010 年代前半まではデータの欠損や精度に課題があるとされ
ていた。 
 
 
②AISHE2019-20 のデータの検討結果 
 
 本研究のインド研究班は、個票データが収集可能な AISHE2019-20 のデータベースからウッタ
ル・プラデーシュ（UP）州バラナシ（Varanasi）県の 191 校分のデータを集め、検討をした。そ
の結果、明らかとなったことは二つある。 
 一つは AISHE の信頼性、有用性の改善である。2010 年代前半までの AISHE データは調査に協
力する学校数や学校が提供する情報が少ないという課題が指摘されていたが、AISHE2019-20 の
結果を検討するとこうした課題が一定程度、解消されていることが明らかになった。たとえば、
バラナシ県の高等教育機関の AISHE への回答率はこの間、35％から 74％に倍増していた。また、
各学校が提供する情報もかつてと比較すると豊かになっていた。 
次いで、1950 年代から 2020 年に至るまでの 70 年間のバラナシ県における高等教育の発展動
向を明らかにすることができた。たとえば、インドでは 2000 年代以降、高等教育が爆発的に拡
大していること、増加する学校の多くは私立学校であることなどが知られているが、本研究での
AISHE2010-20 のデータ分析からはバラナシ県でも基本的に同様の動向がみられることが実証で
きた。さらに 2010 年代のバラナシ県では私立の医療系専門職（看護師やパラメディカル）養成
の学校や女子校が増加している傾向も確認することができた。 
 これらの知見は研究期間の最終年度に雑誌論文として公開した〔佐々木 2024〕。 
 
 
③AISHE2019-20 の検討により得られた知見の意義 
 
 本研究でデータベースとしての AISHE の信頼性の改善が確認できたことは、AISHE が今後のイ
ンドの若者研究や高等教育研究にとって貴重な情報源となりうることを示したという点で大き
な意義があるといえる。また、バラナシ県で確認した 2010 年代の高等教育の動向は、「雇用なき



成長」が続くなかでも衰えない若者たちの教育熱がどこに向かっているのか・吸収されているの
かを明らかにしたという点で「雇用なき成長」下でのインドの若者たちの今を知るための貴重な
知見である。 
 
ILO,2017, Global Employment Trends for Youth 2017:Paths to a better working 
future,International Labour Office,Geneva 
佐々木宏，2024，インド高等教育の発展動向－高等教育機関データベース All India Survey on 
Higher Education 2019-2020 の検討－，『社会文化論集』，第 18 号 
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